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The sediment hazard probability and the road economic damage due to snowmelt are estimated from a risk 
evaluation model. As results, we made risk maps of sediment hazard probability and the road economic damage in 
Japan. These maps show spatial-temporal risk distribution of sediment hazard due to some snowmelt condition. The 
sediment hazard probability was obtained by a multiple logistic regression analysis based on conditions of past 
hazard, relief energy, hydraulic gradient, and geology. Hydraulic gradient was analyzed by infiltration analysis with 
consideration of snowmelt. Moreover, we verified weather situation about sediment hazard due to snowmelt. 
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１． 序 論 

 

融雪は流域に豊富な水資源を供給すると同時に土砂崩

壊，雪崩，洪水の原因になる．一方，地球温暖化に伴う

積雪域の早期融雪が指摘されている1)．降雪の活発化す

る1月から2月への融雪現象の移行により多量の融雪の発

生が予測される2),3)．また，気候変動に伴う極端な降水の

出現も予測され4)，平成18年豪雪に示される豪雪の増加

が懸念される．豪雪と気温上昇に伴う融雪の加速および

融雪に起因する災害の頻発が予測される．融雪に伴う災

害防止に土砂災害実績と融雪現象の関係を明確にするこ

と，危険地域を抽出し事前に対策を講じることが必要で

ある．雪害に対し，伊藤5)は積雪，気象要素と地盤災害

の関係から雪害危険度を導き，上村6)は雪害と死傷者か

ら危険度を求めた．しかし，これらの成果は時空間分布

で示されてなく対策を講じる地域の抽出への利用が困難

である．また，対象の災害が広義であり対策工種を決定

しにくい問題もある．そのため，災害対象を細分化させ

た時空間分布による危険度の明示が必要になる． 
本研究では融雪に伴う土砂災害に着目し危険度を導く．

広範で流量計測される河川，全国で注意報の設定される

雪崩7)に対して土砂災害の管理は粗雑であり，危険度分

布を明示して災害に備える必要がある．融雪に起因する

土砂災害の既往研究は災害事例とその機構解明による解

析を中心に取り組まれている8),9)．この理由に日本列島に

対する積雪観測所の不足が挙げられる．観測所不足に伴

い積雪分布情報の作成が困難になり，広範領域の分布情

報による土砂災害危険度を評価できなかった．これに対

し，筆者らは積雪水当量分布推定モデル10)と災害実績の

利用から発生確率による土砂災害リスクモデルを構築し，

融雪に起因する東北地方のリスクマップを作成した11)．

しかし，土砂災害は北海道，北陸地方等の豪雪地帯にも

頻発し，豪雪地帯に含まれない兵庫県但東町(現豊岡市 

2000年3月1日から5日)，養父市(2004年1月16日)等も内閣

府から特定地域に係る激甚災害地域に指定されている現

状をふまえ，広範を対象に融雪に伴う土砂災害を時空間

分布で評価する必要がある．本研究では土砂災害に関す 

土砂災害リスクモデルのデータセット
●土砂崩壊発生確率モデル

・地形データ →起伏量
・地質データ →

崩積土,新第三系堆積岩,第三系堆積岩,花崗岩
・水文データ → 動水勾配 (浸透解析)

●経済損失額モデル(道路)
・土砂崩壊発生確率データ(土砂崩壊発生確率モデル)
・道路密度データ

土砂災害実績と融雪現象のデータセット
・気象データ
・災害実績データ ・災害実績データ

データセット

解析結果

●土砂災害リスクの分布的な明示
・土砂災害発生確率分布(図-7)
・土砂災害による道路経済損失分布(図-9, 5(2))

いずれも多雪年(2000年)，通常年(1999年)，
少雪年(1990年)を評価対象にする

●土砂災害を引き起こす融雪現象の把握
・年毎の土砂災害と融雪の関係(3(1))
・災害に寄与した気象状況(3(2))
・土砂崩壊発生確率モデルに利用できる災害実

績の抽出(3(3))

2000年3月21日～28日
会津若松管内の土砂災害
(激甚災害地域に指定)

●対策を整備すべく地域の抽出●土砂崩壊発生確率モデルに利用する模式的
　 な災害事例の抽出
●融雪による土砂災害リスクの予知に有用

図-1 本研究の流れ 



 

 

 
る以下の評価を試みた． 
1) 土砂災害実績と融雪現象との検証 
2) 多雪年，通常年，少雪年における日本列島の土砂崩

壊発生確率，道路の経済損失額による土砂災害リス

クモデルの構築およびリスクマップの作成 
土砂災害実績と融雪現象の検証から土砂災害リスクモ

デルの構築に利用される災害実績を抽出する．また，土

砂災害の危険予知等に利用できる融雪に関する情報の解

明に努めた．土砂災害リスクマップの明示は対策投資の

配分に有用である．なお，道路をリスク評価の対象は山

岳地に整備される主要な社会基盤施設である．土砂崩壊

の被害を直撃しうる社会基盤施設であることを考慮して

リスク評価の対象にした．図-1に本研究の流れを示す． 
 

２．データセット 

 
土砂災害実績と融雪現象の検証に気象データと土砂災

害実績データ，土砂災害リスクモデルに地形，地質デー

タおよび融雪を含む水文データ，災害実績データ，道路

密度データを利用する．土砂災害リスク評価の利用デー

タおよびリスクマップは解像度1km×1kmのグリッドセ

ルによる数値地理情報である．土砂災害リスクモデルに

利用する災害実績データ以外の詳細を以下に説明する． 
(1) 災害実績と融雪現象の検証 

a) 気象データ 
気象データにAMeDAS観測所の観測値を利用した．降

水量，日平均気温，積雪深のデータを解析に用いた． 
b) 土砂災害実績データ 
災害実績データを水害統計(国土交通省監修)，特定地

域に係る激甚災害及びこれに対し適用すべき措置の指定

(内閣府公布 以下激甚災害地域)から取得した．資料に

は災害位置と日時が記載されている． 
(2) 土砂災害リスクモデル 

a) 地形・地質データ 
地形，地質データに国土数値情報(国土地理院発行)を

用いる．地形データに起伏量を用いる．起伏量は国土数

値情報KS-META-G05-56Mのセル内に格納された最高標

高と最低標高の差である．起伏量は地形の複雑さを示す

パラメータとして土砂崩壊の危険度評価に利用されてい

る12)．地質データに国土数値情報KS-META-G05-54Mを

利用する．崩積土，土砂化しやすい第三系と新第三系堆

積岩，花崗岩を評価対象の地質にする． 
b) 水文データ 
水文データに動水勾配を用いる．動水勾配から降水に

伴う地下水位変化を把握できるため，地下水位上昇によ

る土砂崩壊の影響が推定できる．また，動水勾配の上昇

はパイピング現象に伴う斜面尻の土塊流出を促し，斜面

の不安定化の原因になる．数値地理情報から擬似的に二

次元斜面を再現し，浸透解析から動水勾配を求める．浸

透解析に国土数値情報KS- META-G05-54Mの表層土壌，

KS-META-G05-56Mの斜面傾斜度，日平均融雪量分布

データを利用する．以下に水文データを説明する． 
1) 浸透解析方法 
地質の風化劣化の著しい日本列島の特徴を考慮して浸

透解析にRichardsの飽和不飽和浸透解析モデルを用いる．

動水勾配は浸透解析より得られる浸潤線から求められる．

浸透解析の表層土壌条件は表-1に示すタイプに分類した．

浸透解析式は式(1)から式(3)に示すとおりである． 
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ここで，C :比水分容量, ψ :圧力水頭，t :時間，K :不飽和透

水係数, Ks :飽和透水係数，α :傾斜角, θ :体積含水率， sθ :飽
和体積含水率， rθ :残留体積含水率， 0ψ :C が最大となる圧力

水頭 ψ ， 'ψ :ψ < 0の時ψ かつ ≥ψ 0の時0，β :土壌固有

定数である．添字はx ，z 方向を示す．連続式にDarcy則と

比水分容量 ( ) ψθψ ∂∂= /C を代入し式(1)が導かれる．

水頭ψ と体積含水率θ の関係に式(2)に示す谷式13)，不

飽和透水係数K と透水係数Ks と体積含水率θ の関係に

式(3)に示す一般Kozeny式14)を用いた．日融雪量は等分配

で毎分浸透させる条件とした．融雪発生以降10日で最大

の動水勾配を土砂災害リスクモデルに利用する．この条

件によりグリッドセル毎の浸透特徴を表現できる． 
2) 融雪量データ算定方法 

融雪量データに積雪水当量分布推定モデル10)を利用す

る．このモデルは解像度1.1km×1.1kmのグリッドセルで

広域かつ時系列の積雪水当量を把握できる特徴をもつ．

土砂災害リスク評価には解像度1km×1kmのグリッドセ

ルを利用するため，セル情報を100m×100mに細分化し，

緯度経度情報をあてはめて解像度を補正した．積雪水当

量は日当りの降雪量SFと融雪量SMから算定される．融

雪量推定に式(4)のdegree-day法を用いる．融雪量は衛星

画像データ(NOAA/AVHRR)の利用からdegree-day法の融

雪係数を同定し日毎に導かれる．日降雪量の推定には 

透水係数
Ks

(cm/s)

飽和体積
含水率

θs

残留体積
含水率

θr

土壌
特性値

対応土壌
データ

礫質土 1×10-2 0.30 - 3 岩屑性,褐
色低地

砂質土 1×10-3 0.40 - 3 褐色化,グ
ライ,砂丘

シルト 1×10-4 0.45 0.05 5
黒ボク,ポド
ゾル,森林,
湿性森林

粘　土 1×10-5 0.50 0.10 20 泥炭

表-1 浸透解析土壌パラメータ 



 

 

 
AMeDASデータの日平均気温と降水量を利用した国土数

値情報KS-META-G05-56Mの標高データを利用し，気温

減率0.6℃/100mの補正と重み付距離平均法から．日平均

気温を数値地理情報に補間した．降水量は降雪判別気温

2℃とし，気温2℃以上を降雨，2℃未満を降雪として重

み付距離平均法と式(5)に示す近藤ら15)の標高補正を用い

補間された．式(6)は積雪水量算定式である． 

TkdSM ×=                                                          (4) 

{ })(001.01' pm EESFSF −×+×=                      (5) 

( ) SMSFtSWE −=/dd                                            (6) 
ここで kd :融雪係数, T :日平均気温, SF :標高補正の降雪量, 
SF’ :AMeDAS観測地点の降雪量, Em :セル標高値, Ep :観測点の標

高, SWE :積雪水当量である．融雪過程を考慮した場合，融雪に

よる地下浸透は継続的であるため，水供給の累積が土砂崩壊に

寄与する．土砂崩壊への影響と水害統計の融雪災害の発生期間

を考慮し1週間の期間で融雪量を導く． 

(3) 道路データ 

 道路データに国土数値情報KS-META-N05-15Mを利用する．

このデータは解像度1m×1km内の幅員毎の道路延長を格納する．

リスク算定には幅員よりも道路種別の区別が望ましく，幅員

W=13mを高速道路・国道相当，3m≦W＜13mを一般道相当と

仮定した． 
 

３．土砂災害実績と融雪現象の検証 

 

土砂災害実績と融雪現象の検証を以下に説明する．こ

の検証から土砂災害リスクモデルに利用する災害実績の

抽出と，土砂災害に寄与する融雪状態の解明を試みる． 
(1) 年毎の土砂災害実績と融雪現象の関係 

国土交通省砂防部の報告16)による2000年から2005年の

土砂災害発生件数と激甚災害地域の市町村数を図-2に整

理した．2000年，2005年は突出した災害数を記録し，こ

れらの年の融雪が土砂災害を促しやすい状況にあったこ

とを示している．表-2に激甚災害地域の指定時期および

市町村を整理した．例年，激甚災害地域は南東北および

北陸地方に指定されるものの，2002年，2003年に激甚災

害指定地域が認められていない．これら図表から，激甚

災害地域が皆無であるにも関わらず平均的な災害数を示

す2002年，2003年は局所かつ小規模な災害の集中した年

と解釈される．一方，2000年，2005年は著しい災害数に

並行して激甚災害域の多い年であり，特定地域に対する

土砂災害の集中を示した．なお，2000年は3月1日から5
日と3月21日から28日，2005年は2月5日から5月15日に激

甚災害地域が指定されている．2005年は長期間に複数の

土砂災害が指定されており，災害に寄与した融雪状況を

特定できない．対して，2000年の3月1日から5日と3月21
日から28日は短期間に集中して激甚災害が指定され，こ

の期間は土砂災害を促しやすい融雪および気象状態で

あったと推測される． 
図-3に積雪水当量分布推定モデル10)から求められたグ

リッドセル当りの積雪水当量(総積雪水当量/セル総数)変
化を示す．表-3に各年の1週間当たりの最大融雪量と最

大融雪を示した期間を示す．これらから2000年，2005年
の多大な融雪量が見てとれる．また，多雪になる年の積

雪水当量変化は2月下旬から3月下旬の多大な残雪，3月
下旬から4月上旬の急激な融雪を示す．気温上昇期の多

大な残雪は多大な融雪量を促すことを示唆する．また，

図-3から，1999年が平均と近似すること，1990年が少雪

に相当することを把握した． 
土砂災害実績と融雪現象の検証から，2000年3月1日か

ら5日と3月21日から28日は土砂災害リスクモデルに利用

できる融雪条件にあることを把握した．また，2月下旬

から3月上旬に多大な残雪の認められる多雪年は土砂災

害の頻発しやすい状態になることが明らかにされた．一

方，多雪年以外も地域的な中小規模の異常気象により土

砂災害が発生することを理解できた．以上の結果を考慮

すると融雪に関する土砂災害リスク評価として着目すべ
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図-3 セル平均の積雪水当量変化 

表-2 経年の最大週間融雪量 

自 至 自 至

1990 2月9日 2月15日 1998 2月27日 3月6日
1991 3月28日 4月4日 1999 4月12日 4月18日
1992 3月9日 3月16日 2000 3月23日 3月29日
1993 3月31日 4月7日 2001 3月21日 3月27日
1994 4月8日 4月15日 2002 2月15日 2月22日
1995 3月25日 4月1日 2003 2月15日 2月22日
1996 4月18日 4月25日 2004 3月18日 3月25日
1997 3月7日 3月14日 2005 3月27日 4月3日
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図-2 経年の土砂災害発生数 
表-2 激甚災害地域の指定時期および市町村 

年 期  間 激甚災指定地域 (融雪)
3/1-3/5 小国町(新潟県)，和泉村(福井県)，但東町(兵庫県)
3/21-3/28 会津地方(福島県)，三川村・青海町(新潟県)，吉野谷村・白峰村(石川県)
3/6-3/7 利賀村(富山県)，吉野谷村・白峰村(石川県)・和泉村(福井県)
3/14-3/16 名立町・能生町(新潟県)

2002
2003

1/16 養父市(兵庫県)
2/21-2/23 八尾町・山田村(富山県),山中町・吉野谷村(石川県),朽木村(滋賀県)
2/5-5/15 栃尾市・魚沼市・川口町(新潟県)
3/26-3/29 金山町(福島県)

2000

2001

2004

2005



 

 

き項目は以下に分けられる． 
1) 多雪年，通常年，小雪年の土砂災害リスク評価 
2) グリットセル毎の融雪特性(再現期間等の利用)に応じ 

た局所に対応する土砂災害リスク評価 
項目2)に関すればデータ不足の問題がある．1990年か

らのNOAA/AVHRR衛星画像データの利用から18年間

データ蓄積されているものの再現期間等を導くには，最

低でも20年以上のデータの蓄積が必要である．項目1)に
ついては問題ないため多雪年(2000年)，通常年(1999年)，
少雪年(1990年)の土砂災害危険度を評価することとする．

図-4に各年の融雪分布を示す． 
(2) 災害に寄与した気象状況 
多雪年である2000年，2005年に土砂災害が頻発したも

のの，2000年の方が融雪量，災害数ともに多い結果を示

す．各地域の積雪の時間変化および気象条件からこの原

因を検証し，土砂災害の発生しやすい気象条件を言及す

る．AMeDAS観測値を参考すると，2005年3月は平年並

みの気象状態であるのに対し，2000年3月の山形県，福

島県，北陸地方各県および長野県の降水量の多さが認め

られる．これら地域に分布するAMeDAS地点65箇所が観

測開始以降からの上位10位に入る日降水量を記録した．

なお，日降水量の上位に入った期日は3月24日から26日
であり，この時の平均気温は氷点下であったことから3
月中に多大な降雪が生じたと解釈できる．更に，この直

後に5℃以上の気温上昇が認められている．これらの気

象条件から3月の新雪が急激な気温上昇により融解した

ため土砂災害の頻発を促したと推測される．この代表的

な事例として図-5に激甚災害地域に指定された田島町

(福島県会津地方)の積雪深と降水量，気温上昇の関係図

を添付する．3月24日および25日の降雪に伴う積雪深の

著しい増大とその後の急激な減少が示されている． 
(3) 土砂災害リスクモデルに利用する災害実績データ 
土砂災害リスクモデルに利用する災害実績データとし

て，激甚災害地域に指定された2000年3月21日から28日
の福島県会津若松建設事務所管内の土砂災害を利用する． 
この理由に降雪から融雪という模式的な過程で発生した

土砂災害であること，地質分布に偏りがないことが挙げ

られる．なお，この激甚災害では管内に61箇所の土砂災

害および土砂に関連した道路災害が認められた．図-6に
災害分布図を示す． 
 

４．土砂災害リスクモデル 

 
土砂災害リスクモデルを構成する土砂崩壊発生確率モ

デルと道路の経済損失額予測モデルについて説明する． 
(1) 土砂崩壊発生確率モデル 

土砂崩壊発生確率モデルは会津若松建設事務所管内の

災害実績，起伏量，地質，日平均融雪量を含む動水勾配

を多重ロジスティック回帰分析に利用することで構築さ

れた．災害発生セルを100%，非発生セルを0％の二項分

布に設定し，セル情報をロジスティック曲線で連結させ

る．ロジスティック曲線を動水勾配と起伏量の重回帰式

で導き土砂崩壊発生確率モデルが構築される．モデル式

は4つの地質に応じて作成された．式(7)に土砂崩壊発生

確率モデル式，表-4に各地質に応じたモデル式の係数を

示す．この発生確率はある複数条件の基に土砂崩壊が発

生する確率として定義される． 

( )[ ]rrhh reliefYhydY
yprobabilit

βββ ++−+
=

0exp1
1

　  (7) 

ここでprobability:発生確率， :切片， :動水勾配係数， 

rβ :起伏量係数， hhydY :動水勾配， rreliefY :起伏量であ 
る．係数の有意確率pは5%以内にあるため統計的に問題 
のないモデルが構築された．標準化回帰係数から，各地

質の発生確率モデルともに動水勾配の寄与の大きさが理

解でき，動水勾配の変化を促す融雪量は土砂崩壊を助長

させる最大要因になることを示す．また，標準化回帰係

数の大きい動水勾配係数の値から動水勾配変化に伴う発

生確率の上昇の推定が可能になる．動水勾配係数の値は

崩積土，新第三系堆積岩，第三系堆積岩，花崗岩の順に 
なり，この結果は地質の硬軟と一致する． 
(2) 道路の経済損失額予測モデル 

土砂災害の道路リスクRは，グリッドセル当りで土砂

hβ0β

(Little-1990) 

(Normal-1999) 

(Heavy-2000) 

(cm) 

図-4 各年の融雪分布 
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図-6 会津地方の土砂災害分布 

図-5 2000年と2005年の3月・4月の気象状況比較(田島) 
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崩壊の生じた場合の経済損失額である．土砂崩壊発生の

可能性を発生確率Probabilityで示し，セル内の道路延長L
と道路当りの経済単価Cを乗じてリスクを算定した17)．

経済単価を導く交通条件は平成16年交通センサスの調査

結果に基づき都道府県毎の高速道路国道相当，一般道相当

の平均交通量を用いる．経済単価は建設事業の費用便益分

析マニュアル18)に準拠し，道路復旧費MR，式(8)に示す時

間損失費TRと式(9)に示す距離損失費LRの和から導く．式

(10)を用いてセル内の経済損失額を求める． 

( )∑∑ ×−××=
Link Car

mmmR STSTTiT 21
                (8) 

( )∑∑ ××−×××=
Link Car

mmmR SLVSLVTiL 2211
        (9) 

( ) obabilityMLLTR
LinK

RRR Pr××++= ∑          (10) 

ここでTR：時間損失費(円/セル内)，Tim：時間価値原単位(乗用

72.45円/分・台 貨物519.74円/分・台)，Tm1：迂回所要時間(平時

所用時間の2倍に仮定)，S：車両数(都道府県路線の平均車両数，

割合；乗用車61%，貨物39%)，Tm2：平時所要時間(延長/40km 
/h)，LR：距離損失費(円/セル内)，Vm1：迂回時走行経費原単位

(平時走行の2倍に仮定)，L1：迂回時走行距離(延長の2倍)，
Vm2：平時走行原単位(高速自動車国道；乗用6.30円/台・km  貨
物27.91円/台，一般道路；乗用15.04円/台・km  貨物65.03円/
台・km )，L:2：時走行距離(延長) ，Mr：復旧費(国道・主要地

方道103(千円/m)，市町村道77(千円/m))，P：発生確率,，R：セ

ル内の被害額(円)である． 
 
５．評価結果 

 

評価結果として多雪年，通常年，少雪年の土砂崩壊発

生確率と道路の経済損失額のリスクマップを示す． 
(1) 土砂崩壊発生確率結果 

図-7に土砂崩壊発生確率分布を示す．少雪年では，新

潟県の飯豊山地，越後山脈と三国山地の北西山麓，富山

県と長野県堺の北西山麓が発生確率90%以上を示す．い

ずれも山岳山頂付近に相当し，貯水池の堆砂や山岳地の

道路被害を懸念させる．通常年では，発生確率90%の地

域が出羽山地に広がる．また，発生確率90%以上の集中

する地域の縁辺には50%から70%の地域が点在し，この

領域を覆い25%の地域が分布する．この地域以外に，長

野県，静岡県県境の赤石山脈，岩手県の北上高地の東山

麓斜面に示される太平洋側の一部に発生確率の出現する

地域が認められる．多雪年では，北海道から中国地方に

至る日本海側の広範に発生確率90%の地域が出現する．

特に山形県，福島県会津地方，新潟県，石川県は発生確

率90%以上の集中する地域である．また，新潟県と長野

県境に発生確率30%から70%，福井県，滋賀県，京都府

に発生確率5%から25%の地域の拡大が認められる．こ

れらの結果から，北陸地方は少雪でも土砂災害の危険性

を有する地域を含むこと，通常年，多雪年の場合，北陸

地方から日本海側および太平洋側の山岳地に高い発生確

率の領域が拡大する傾向を把握した． 
多雪年の土砂崩壊発生確率分布傾向と激甚災害地域お

よび豪雪地帯の関係を把握するため，市町村別の平均発

生確率を図-8に示した．激甚災指定地域は概ね40%前後，

豪雪地域で高い発生確率を示した地域は30%前後，その

他の豪雪地域は概ね20%以下の発生確率を示す．また，

会津若松建設事務所管内のグリッドセルを整理すると，

発生セルは83.5%，非発生セルは18.6%の発生確率を示

す．マクロスケールで激甚災害地域は高い発生確率にな

り，概ね実現象と一致していることを理解した． 
(2) 道路の経済損失予測結果 
図-9に道路の経済損失額予測分布を示す．少雪年では，

新潟県から福井県に至る国道8号沿線を中心にセル当た

り経済損失額5億円以上の地域が分布する．また，足尾

山地，三国山地，関東山地に囲まれた群馬県，長野県，

埼玉県および新潟県の県境は経済損失額1,000万円から

5,000万円以上の地域が集中する．通常年では，北海道

から中国地方の日本海側，東北地方太平洋側でセル当た

り経済損失額1,000万円から5,000万円の被害地域が拡大

地　　質 項　　　目 動水勾配 起伏量 切　　片
係数β 41.27 0.01 -12.72

有意確率p 0.02 0.02 0.01
標準化回帰係数 4.25 1.05 -

係数β 31.48 0.01 -13.18
有意確率p 0.02 0.04 0.02

標準化回帰係数 1.24 1.12 -
係数β 29.87 0.01 -12.59

有意確率p 0.04 0.04 0.01
標準化回帰係数 1.03 0.56 -

係数β 14.26 0.02 -12.37
有意確率p 0.05 0.03 0.03

標準化回帰係数 0.62 0.58 -
花崗岩

第三系
堆積岩

新第三系
堆積岩

崩積土

表-4 発生確率モデルの係数 

図-7  土砂崩壊発生確率分布 
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する．特に，経済損失額の上昇する地域は，日本アルプ

スに囲まれた長野盆地周辺，足尾山地，三国山地，関東

山地縁辺部，福島県会津地方および秋田県の出羽山地周

辺であり，経済損失額5億円に変化する．多雪年では，

木曽山地と伊那山地に挟まれた伊那盆地周辺および岐阜

県，中国山地山裾部の経済損失額の増加が著しく，5億
円以上に変化する．北海道はセル当たり経済損失額

1,000円以上の地域が広い領域で出現する．通常年，多

雪年に変化することで経済損失額は著しく上昇する．参

考として実際の1箇所当りの被害額とセル当りの経済損

失額を比較し考察を述べる．水害統計から激甚災害地域

の頻発した新潟県の2000年融雪期の道路被害を参照する

と，災害数44箇所に対し27億4千万円の被害額であり，1
箇所当り約6,300万円相当の被害額になる．本研究の解

析は時間損失費，距離損失費を考慮しており経済損失額

の総額は高価になる．実績である1箇所当り約6,300万円

を考慮すると，これ以下の経済損失を示すセルは軽微な

道路被害になることが理解できる．また，5億円以上の

経済損失額のセルは7箇所程度の道路災害の集中する地

域となるため被害の甚大な地域になる． 
 

６．結 論 

 
本研究の結論を1)から5)に列挙する． 

1) 多雪年の3月以降の気温上昇期に土砂災害が頻発し

やすく，2月上旬から3月下旬の残雪に影響され土砂

災害が増加する． 
2) 2000年3月は降雪の著しい年であり，降雪直後の気

温上昇に伴い災害数が増加した． 
3) 土砂崩壊発生確率評価から，少雪年に北陸地方を中

心に発生確率90%以上の地域が存在し，通常年，多

雪年の場合，日本海側および太平洋側の山岳地にそ

の領域が拡大する． 
4) 道路の経済損失結果から，少雪年では，新潟県から

福井県に至る国道8号沿線を中心にセル当たり経済

損失額5億円以上の地域が分布する． 

5) 日本アルプスに囲まれた足尾山地，三国山地，関東

山地付近，福島県会津地方および秋田県の出羽山地

周辺は道路の経済損失額上昇の著しい地域である． 
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